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Early childhood education and care (ECEC) services are expected to replace part of the 
function of child-rearing in recent years. And access to daycare is increasingly deemed 
decisive for raising the female labor force participation rate in Europe. This article examines 
if society has a de-familialization nature, in other words, countries with high female labor 
force participation rate, individual awareness would be de-familialized. This present study 
uses data from International Social Survey Programme (2012), ‘Family and Changing 
Gender Roles Ⅳ’, and OECD Family Database, ‘Gender gap (male less female) in the 
employment-to-population rate’. The results show significant relations between the gender 
gap on employment rate as a de-familialization indicator and individual perceptions of 
child-rearing. 
 
キーワード：子育て (Child-rearing)、脱家族化 (De-familialization)、国際比較 (Cross- 
national Research)、マルチレベル分析 (Multilevel Analysis)、労働参加率
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児教育という観点では、ECEC（Early Childhood Education and Care）と呼ばれる概念も有用
である。ECEC は、経済協力開発機構（OECD）が 2001 年に提出した調査報告書 Starting 






ため、年齢としては 0 歳から 6 歳前後の義務教育への移行期間までを対象として限定して
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本稿で用いるデータは、2012 年に実施された International Social Survey Programme 
（ISSP2012）の“Family and Changing Gender Roles Ⅳ”である。ISSP（2012）は、女性の
就労、結婚、家事、子育てなどの諸問題に関して調査したものである。分析ケース数は最





























就学前の子育ては家族が担うべき 0.53 0.50 1.00
性別
女性 0.56 0.50 1.00
年齢 48.28 17.14 86.00
14歳時母有職 0.62 0.48 1.00
就学後の子ども有 0.26 0.44 1.00
就学前の子ども有 0.17 0.38 1.00
本人学歴
高校まで卒 0.56 0.50 1.00
中等後教育卒 0.16 0.36 1.00
大学卒 0.27 0.45 1.00
学歴不明 0.01 0.09 1.00
本人の就労
働いたことが無い 0.57 0.49 1.00
働いている 0.34 0.47 1.00
今は働いていない 0.08 0.27 1.00
不明 0.01 0.07 1.00
世帯収入
第一四分位 0.20 0.40 1.00
第二四分位 0.20 0.40 1.00
第三四分位 0.19 0.39 1.00
第四四分位 0.17 0.38 1.00
収入不明 0.24 0.42 1.00
婚姻状況
独身 0.59 0.49 1.00
パートナー有 0.17 0.37 1.00
離婚・死別 0.24 0.43 1.00
国レベル（N=33）
就労のジェンダーギャップ 10.13 6.76 33.20
表１ 使用変数の記述統計量 
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姻状況である。 
国レベルの独立変数は、OECD Family Database（OECD 2018a）から取得した Gender gap
（male less female）in the employment-to-population rate の数値を用いる。分析には、ISSP の
データに合わせて 2012 年の数値を用いる。  
本稿の分析では、欠損値がなかった 31,510 人、33 カ国のデータを分析で用いた。使用す



















上記の手続きを踏まえ、モデルの推定結果を示したのが表 2 である。 小学校入学前の
子どもの世話は、主に誰が担うべきだと思うかという質問に対し、「家族」という選択肢を




















切片 -0.392 0.271 0.676 0.159
国レベル
就労率のジェンダーギャップ 0.069 0.018 1.072 0.000 ***
個人レベル
性別
女性ダミー -0.080 0.027 0.923 0.003 **
年齢 0.002 0.001 1.002 0.219
14歳時母有職ダミー -0.057 0.041 0.945 0.169
就学後の子ども有ダミー -0.019 0.028 0.981 0.489
就学前の子ども有ダミー -0.022 0.031 0.978 0.475
本人学歴（ref.高校まで卒）
中等後教育卒 -0.088 0.039 0.916 0.025 *
大学卒 -0.143 0.041 0.867 0.000 ***
学歴不明 -0.116 0.129 0.890 0.368
本人の就労（ref.働いたことが無い）
働いている -0.177 0.048 0.838 0.000 ***
今は働いていない -0.075 0.044 0.927 0.084
不明 -0.325 0.195 0.723 0.095
世帯収入（ref.第一四分位）
第二四分位 -0.048 0.042 0.953 0.258
第三四分位 -0.029 0.045 0.972 0.525
第四四分位 -0.100 0.050 0.904 0.046 *
収入不明 0.079 0.053 1.082 0.138
婚姻状況（ref.独身）
パートナー有 -0.006 0.034 0.994 0.863
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Prሺܻ݅ ൌ 1ሻ ൌ 1
ቀ1 ൅ ݁െቀߙ݆ ሾ݅ሿ൅β1ܺ1݅൅ߚ2ܺ2݅൅⋯൅ߚ݇ܺ݇݅ ቁቁ
 
αj ൌ ߛ0 ൅	ߛ1ܼ݆ ൅ 	ߟ݆  
 
上記の式の α j [i] + β 1 X 1i + β 2 X 2i + … +β k X kiおよび γ 0 + γ 1の部分が、表 2 で示したパ
ラメータである。β1からβkが、それぞれの独立変数 X 1iから X kiに対する係数である。α
j [i] は国 jごとに変動する切片である。Z jが国レベルの労働参加率の男女差、γ1がその係数、
ηjは国レベルの残差である。図 3 は、Z jと推定されたαjの関係を示しており、労働参加
率の男女差が高まるにつれ、個人レベルの切片も大きくなっていることが分かる。 
しかし、モデルから最終的に知りたいのは従属変数が 1 をとる確率である。推定された





定して、具体的に Y i = 1 となる確率（つまり子の世話を誰が担うべきかという質問に対し
「家族」と答える確率）を計算する。 


















図 4 は、上で記載した 2 つ
の個人と 2 つの国を掛け合わ
せた 4 ケースで、Y i = 1 とな 図３ 推定された国別切片と労働参加率の男女差 
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(1) Esping-Andersen（1999＝2000）においては、脱商品化と脱家族化の 2 つの軸が導入されたが家族
に着目をした指標としては 1 つの軸であると捉えることができる。 
(2) 無回答、非該当は、リストワイズに削除している。 
(3) 各国語に翻訳される前のベース質問文は‟People have different views on childcare for children under 
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